
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度 事 業 報 告

特定非営利重塾塗人キッズドア

1 事業の成果
令和 2年度は東京および仙台、南三陸町の志津川中学校と歌津中学校、志津川高等学校の支援活動を継
続して行いました。また高校生の中退予防、高校中退者へのサポー ト事業も並行して行い、千葉県柏市や

埼玉県草加市と学習支援エリアも拡大しています。そして、これまで支援の手が行き届いていない外国に
ルーツをもつ子どもたちのための学習会も新設しました。従来からの事業は安定して継続運営することが

でき、その成果から教室の増設へもつなげることができています。
ただし、新型コロナウイルスの影響から、オンラインでの運営も導入し、対面式との併用での学習会とな

りました。
コロナ禍でスター トした「ファミリーサポート」事業では、全国のひとり親の生活困窮家庭を対象に食料
や進学情報の提供に加えて、就労支援を行っています。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【448,546】 千円)

足駅 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

ひ と り

親・低所

得世帯の

子ども

実金
対象者
人数

事業費
(千円)

定款 第 5条 (1)
こども支援潤動

学習支援

(東京
エリア)

学習支援

(仙台
エリア)

・高校受験対策講座【キッズド

ア学園中等部】
。大学受験対策講座【キッズド

ア学園高等部】
。英語塾
。ひとり親家庭の小中学生学

習支援
。生活保護世帯の中高生学習

支援
。高校でのキャリア教育事業
・小学校での学習支援事業等
・外国にルーツをもつ子ども

支援
。高校受験対策講座 【タダゼ

ミ】
。大学受験対策講座 【ガチゼ

ミ】
。英語塾
。自習室

4月

曜 。

を中

か ら

日曜 日

期開催

4月 か

曜 。日

を中心

期開催

自習室

日

ら

曜

に

日

1,000人

150人

1,500人

390人

176,144

定款 第 5条 (1)

こども支援活動

・生徒の高校受験対策支
援

9月 ～

3月 31日

南 三 陸町

志津川 中

学校・歌津

中学校

8人

宮城県南

三陸町の

中学生

30人 3,956

定款 第 5条 (1)

こども支援活動

拠点型学習支援

・ひとり親家庭の中学生学習

支援
・生活保護世帯の中学生学習
支援

火曜 日を除

く毎 日

平 日 :午後

3時～ 20
時

土 日 :正午

～ 20時

足立区内 50人

ひ と り

親・低所

得世帯の

子ども

150人 108,482



定款 第 5条 (1)

こども支援活動

・児童館の運営
毎日

午前 9時～
午後 9時

江 戸川 区

共 育プ ラ

ザ

40人

ひ と り

親・低所

得世帯の

子ども

80人
67,671

定款 第 5条 (1)

こども支瑚讐諷動

・宮城県南三陸町の高校生ヘ

の学習支援

土、日曜日 南三陸町
を除 く

午後 3

20時

平 日 志津川 高

等学校

4人

宮城県南

三陸町の

志津川高

校の生徒

190人
10,620

定款 第 5条 (5)

こども支援に

る普及啓発事業

・活動報告会 (オンライン)

・シンポジウム (ォンライン)

。子どもの貧困問題リサーチ

年間 1回

年間 2回

年間 1回

キ ッズ ド

ア東京

務局ラボ、

キ ッズ ド

ア東北事

務局等

25人

一般、ボ

ランティ

ア、行政

職、企業

CSR担当

者等

400人
20,899

2,868

定款 第 5条 (5)

こども支援に

る普及啓発事業

。英語を使った体験型イベン
ト(オンライン)

。英語を使つたクリスマス会
(オンライン)
。バーチャルオフイスツアー

年間 3回
(5月 、
6月 ,8月 )

年間 2回

東京都 内

各所

2月

各 10人

各 10人

10人

ひ と り

親・低所

得世帯の

子ども

各 20人

各 30人

30人
定款 第 5条 (3)

こどもに関係する

企業・皿>教育機

関 。行政等との連

携事業

。文京区内の就学援助世帯ヘ

の宅配事業コーディネート

(文京区、認定 PO法人フロ
ーレンス、一般社団法人 R(Fお
よび民間支援企業との協働事
業)

年間 3回 文京区 3人
ひ と り
親・低所
得世帯

各 650人 21,361

定款 第 5条 (2)
こどもに関す

査研究 。政策

活動

。こどもの貧困実態に関する
調査

。コロナ禍での困窮子育て家
庭への臨時特別給付金の支給
を求めるインターネット署名
活動

年間 1回

年間 1回

東京

東京

2人

2人

一般、ボ

ランティ

ア、行政

職、企業

CSR担 当

者等

200人
629

定款 第 5条 (8)
その他目的を

するため

事業

。生活困窮家庭への食料支援、
就労支援

進学情報の提供 (冊子制作)

年間 2回

年間 1回

東京

東京

2人

2人

ひ と り

親 。低所

得世帯者

等

34,000
人

35,916

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)
1 疋ポに記載
された
事業名

事業内容 日時 場所 従事者
人数 馨岸雰

な し



書式第 13号 (法第28条関係)

令和 2年度 活動計
事 業 報 告 用

算書 (その他事業がム登場合)
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令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

ッズドア

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 ぽ0法人会計基準協議会)に よっています。
(1)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定率法で償却をしています。
ただし平成19年4月 1日以後に取得した建物及び平成28年 4月 1日以後に取得した建物付属設備については定額法を採用しています。(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜き経理方式によっています。

事業別損益の状況

3.固 定資産の増減内訳

科 目
事業部門計 合計

13,135,643
61,087,500
337,330,667

6,706,

520,

0

14,142,647

4,272,

20,499,

0

49,154,983
∞

３０
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３４

∞

６２

24,

168,218,319
93,294,100
352,335,624

243,132,21
23,639,

5,579,

795,
259,418,

16,647,
268,773,

20,501

6,108,

855,

1,672,

420,

13,444,

4,984,

13,353,

2,011,

2,141,

29,250,

2,507,

1,131,

1,730,

8,|
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9,182
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156,8

128,564

0
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0

4,000

2,

419,

3,877,296

12,313,008

0

0

0

0

106,

0

0

25,246
0

133,

726,

2,220, 2,220,000
0

7

114,

8,

61

54,

55,

67,

88,731

21,816
294,319
3,140,377
12,806,507

84,630
0

5,000

0

5,

30,348,

865,

1,888,

442,

14,153,

8,947,

39,429,

2,168,

2,143,

29,669,

2,850,

1,131,

1,804,

8,

9,627,

463,

1,|

5,328,|

8,209,

35

198

540

0

513

21

291

000

451

727

198,851
116,

504,

1,076,

310,

8,010,

137,

296,

4,479,

1,289,

462,

976,

122,000
81,900
0

873

12,010,

3,

41,

811

417
522
146

30,348,

865,

2,087,

559,

14,658,

10,023,

39,740,

8,010,

2,305,

2,439,

34,149,

4,139,

1,593,

2,780,

130,

9,709,351
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1 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
法定福利費
福利厚生費
人件費計
(2)そ の他経費
業務委託費
諸謝金
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
外注委託費
修繕費
水道光熱費
地代家賃
賃借料
減価償却費
保険料
議会費
租税公課
研修費
交際費
支払手数料
管理諸費
雑費
その他経費計
経常費用計

科 目 取 得 減 少 減価償却累計額

建物
車両運搬具
什器備品
建物付属設備
無形固定資産
投資その他の資産
敷金
差入保証金
長期前払費用
長期性預金
合計

10,034,248

0

4,046,813
2,825,949

0

9,840,098
3,044,658
2,487,504
30,000,000

0

0

0

0

0

868,560
10,0001

589,42:|

0

0

0

0

0

1,657,365

0

1,369,656

0

10,034,248
0

4,046,813
2,825,949

0

9,051,293
3,054,658
1,707,272

30.000_000

1,322,240

0

2,847,930
1,337,237

0

0

0

0

0

8,712,008

0
1,198,883
1,488,712

0

9,051,293
3,054,6581

1,707,2721

30,000,0001
62,279.27( 1,467,984 3.027.021

教 育支 援
菫 輩
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“

な事ヨ
法人全体又は
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1
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19.852.953 2.220_000
4R_10





書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 J世驚施虐ぢF粉濡rttElξぷ,騎鰐挿g選出麗:歯所並

人キッズ ドア

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)
日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 0 圏ロ ワタナ
ベ ユミコ 20201「 4月  1日

2021年 3月 31日

年   月   日

年  月  日渡邊 由美子

2

0。監事
ヒジイ テツヤ 2020年 4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日肘井 哲也

3 0'監事
ヤマグチ サク
エリーサ 20201F4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日
山口 櫻
エリーサ

4 0。
監事'?Yr-? 2 =Vv 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日松島 訓弘

5 〇・監事
<tl'f * ay 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日正直 友理

ρ
０

′ヽ理事賞琶ヲ
ハナワ ソウヘィ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

2020年 4月 1日

2021年 3月 31日塙 創平

7
′ヽ理事
tヲ
フクダ タケヒコ 20201F4月  1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年:  月   日福田 雄彦

8 理事 。監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年・ 月   日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事
年

年

月   日

月   日

年1  月   日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人キッズ ドア

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

渡邊 由美子

2

肘井 哲也

3

山口 1櫻 エリーサ

4

金 美奈子

5

西山 太郎

6

廻 京子

7

御園生 りえ

8

武田 信彦

9

木本 一彰

10

田中 淳也

11

12

慣山 雅子




